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で，つまぎ資金を対象とし左いととも移転のネッ Fとまっている。そして郊外のキャ y パスは都心のそれK比べ
て校地面積及び校舎の延床面積ともK大きいので施設の充実Kとも在った人員増や電気代，清掃費在どの増加で
人件費や維持費在どの経常的支出が膨張しやすい。
第4VC市街化調整区域内Kあるキャ Yパzが少在〈在いととが指摘されよう。前章で述べたようK線引の都市
計画決定前K取得していた土地は市街化調整区域とまっても期限付きで開発できる。都市計画法の開発許可制度
や地元自治体の宅地開発指導要綱の適用を受けるが，線引の効力を失わせ公共施設整備上の問題点が多い。また，
用地取得が学校法人の独自の判断で先行するため，地元自治体との協議が不十分であった丸都市計画や長期計
画〔総合計画〉との関連性K乏しし例えば周辺道路や下水道左どの整備が後追い的K在bやすい。一方，大学
等の世lからは取付道路，上水道，下水道，ガス，電気，電話左どの負担金が重すぎる，という不満が生ずる。
昭和田年度第14回日本都市計画学会学摘研究尭賓金 一221-
第5f'(地方財政K係る問題として大学等の学校法人は固定資産税在ど地方税の減免措置がとられているので，
地元自治体Kとっては税収入が入ら在いのK関連公共施設の整備で支出だけが増すととが挙げられる。
第 6f'(受け入れ側である地元自治体が希望する大学と実際K立地した大学とのズレが指摘される。地元自治体
の希望が強いのは国立大学(できれば総合大学)と医科大学である。国立大の場合は関連公共施設整備の負担を
国K肩替bさせたい，とする意図が含まれ，医科大の場合は大学そのものよ bも付属病院K対する期待が大きい。
付属病院は地元住民iJl直接，利用できるし，公立病院会計が赤字と左担やすいととを考えると，地元自治体Kと
っては公立病院を自前で建設し左くて済む以上のメリットがあるととK在る。
第7の問題点は，郊外立地が南関東地域の根本的左過密対策と在ら左いととである。郊外への移転で都心の跡
地が買却され，そ己K高層オフ 4スピルが建設されるのでは.その土地の用地が教育から業務K変更されるKす
ぎ左い。南関東地域では水や電力左どが限界K近いととを考えれば郊外立地は過密対策としては効果が薄い。
6. 今後の整備方向
今後の方向としては，郊外立地から地方進出へ誘導する一方，郊外立地する分Kついては計画的K団地化して
いくべきである。
私立大学等の移転先が南関東地域内Kとどまっているが.一方では本拠を南関東K置き左がらも，地方都市K
教養部や短大を進出させた丸系列大学〔組織上は別の学校法人，例えば東海大K対する九州東海大左ど)を新
設する動きがみられる。とうした地方進出は進学者数が今後，次第K頭打ちKまっていくとみられる状況下で予
め，学生を確保するための布石をしている，とみるとともできょう。大学等が南関東K偏在しているととを考え
ると，できれば本拠が地方圏K移転する方がbetterではあるけれど，現実的Kは出底型とも言える地方進出が評
価されてよい。 1. 2年次の間でも地方圏で学ぶととができれば，親の教育負担も軽減されるし，地域経済的K
みても地方圏で得られた所得が『子供への仕送b~と h う形で大都市圏へ流出するのを半減させるとととまる。
現在の大学制度では解決すべき困難も存在するが，他大学で取得した単位の認定制度を拡大して，複数の大学問
の自主的左協定Kよ丸例えば教養課程の単位は協定を結んだ大学であればどとでも取得できる形で業務提携が
結ぼれると，地方進出はよ b効果的f'(在る。
郊外立地では左<.地方圏への立地を誘導していく Kは.国が私学振興財団を通じて行っている補助や融資K
移転促進の別枠を創設して上乗ぜするととや，移転先Kよって移転資金の金刺や償還期間K差をつける己とが考
えられる。現行の助成制度は，教員1人当b学生数や施設水準まどKみられる国・公立と私立との格差是正と私
学の健全経営を目的として$>b.大学等の偏在Kよる教育機会の不均衡の是正という視点を欠いている。大学は
全国的在スクーノレでの人や金の移動をともまう施設であb.地域計画的左視点でその立地をとらえる必要がある。
とのためKは郊外立地よDも地方立地を推進すべきである。左金，学校法人は種々の税の減免措置がとられてい
るので，工場のように税制措置を地方分散の手段とするととができまい。
一方，今後も予想される郊外立地K対しては，従来のようK各大学等がバラバラK立地するのを放置せずK移
転を希望する大学等を数校集めて，共同利用施設をコ7とした学園地区として計画的K立地を誘導する ζとが考
えられる。いわば，共同利用施設を中心Kして複数の大学等を配置した学園団地化である。現在，事業が進捗し
ている学園都市(筑波.賀茂，宮崎〕はいずれも国立大の例である。私立大K骨いても学園地区として集約化し
たb.住宅団地とセットするととで，地元自治体は関連公共施設整備を効率的K行える。関連公共施設整備の支
出分は国が交付金という形で補助するととが望まれる。また，集約化や住宅団地とのセット Kすれば，パスの使
数の確保も容易とまる。現在でも共同利用施設として大型計算機セy ターや大型実験施設がある。大学等の施設
の共同化は私学の経営の独立性や費用分担左どで解決すべき点もあるが，大講堂，図書館，運動施設左どの他，
食堂や購売部の厚生施設は大学聞の協議と合意Kよって共同化を進める可能性を有している。郊外立地のクース
では可能在施設の共同化と絡めて計画的K団地化を図るととが今後の整備の方向といえよう。
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